
 
 
 

 

 

 

 

 

 

１ 調査地域   川崎市全域 

２ 調査の対象者 川崎市在住の満 20 歳以上の男女個人 

３ 標本の抽出  住民基本台帳及び外国人登録原票からの層化二段無作為抽出 

４ 標本数    3,000 標本（有効回収数：1,424 人／有効回収率：47.5%） 

５ 調査方法   郵送法（郵便配布－郵送回収・はがき督促を 1 回） 

６ 調査期間   平成 21 年 11 月 11 日（水）～11 月 27 日（金） 

 

 

 

●川崎市自治基本条例が施行されてから 4 年経過し、この 4 年間で条例の理念が市民にど

の程度浸透しているか、また、現時点での市民の自治に対する認識や考え方を把握し、

今後の自治運営のあり方や自治基本条例の周知方法などに役立てるため、自治基本条例

の認知度等について質問することとした。 

 ●第 1期川崎市自治推進委員会から、「自治意識の醸成」に関する提言があることからも市

民の自治意識に関する調査が必要である。 

●3 年から 5 年くらいの期間で定点観測することを念頭に置き、質問項目を設定した。  

 

 

 

     平成 21 年度かわさき市民アンケートの結果 

       ～「川崎市自治基本条例」に対する市民の意識について～ 
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　　（調査票）
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